
消費税の複数税率制度を見直すこと

消費税の複数税率（軽減税率）制度は、次に掲げる問題点が指摘されている。
①軽減税率の効果が、低所得者のみならず、高所得者など全世帯に及ぶことになり、低所得者対策として
　は非効率であること
②税収減を補うために、社会保障給付の抑制が必要となること
③区分経理等により事業者の事務負担が増加すること
④適用対象品目の選定が困難であること

　よって、従来より、当連盟は、低所得者への配慮については、単一税率維持と給付制度による措置を要
望しており、消費税率引き上げ時による消費税の複数税率制度の導入及びその周辺の規定について再考す
べきである。

インボイス制度の導入は、事業者の事務負担を増加させ、免税事業者が取引から排除さ
れる虞があるため、現行の請求書等保存方式を維持すべきである

　現在、請求書等の保存により制度の透明性は十分に確保されており、適格請求書等保存方式を導入しな
くても、現行の帳簿方式で正確な消費税額の計算が行われている。したがって、現行の「請求書等保存方
式」（帳簿方式）を維持すべきである。
　また、インボイス制度導入に伴う「免税事業者からの仕入税額控除不適用」とする制度変更は、結果と
して免税事業者が取引から排除される虞があるため、地域経済の活性化に対して良い影響を与えるもので
はない。

法人税改革にあたっては、中小法人の厳しい経営環境を十分に配慮のうえ、課税のあり
方を慎重に検討すること

　法人税の課税ベースの拡大にあたっては、税制の公平性と透明性の観点から租税特別措置を可能な限り
縮減することによりその財源を確保すべきである。
　特に全法人の９９％を占める中小法人については、厳しい経営環境を十分に配慮のうえ、課税のあり方
を慎重に検討しなければならず、特に以下の項目について引き続き、強く要望する。

①外形標準課税を中小法人に導入しないこと
②中小法人の欠損金の繰越控除制度に係る控除限度額を縮減しないこと
③オーナー役員に係る給与所得控除については、別途の基準を設けないこと
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研修会

◇開催時間　　午後１時～午後２時

◇講　　師　　衆議院議員　菅原　一秀　先生（元財務副大臣）

◇テ ー マ　　「今後の税制と予算について」

　東京税理士会「研修細則」に定める「税理士会員が受講する研

修」に該当します。

　研修履修カードをご持参下さい。

第�回定期大会

◇開催時間　　午後２時�分～午後５時

◇議　　案　　第１号議案　平成�年度運動経過並びに組織活動

　　　　　　　　　　　　　報告承認の件

　　　　　　　第２号議案　平成�年度収支決算報告承認の件

　　　　　　　第３号議案　平成�年度運動方針決定の件

　　　　　　　第４号議案　平成�年度組織活動方針決定の件

　　　　　　　第５号議案　平成�年度収支予算決定の件

　　　　　　　第６号議案　大会決議承認の件　　　　　　　　

懇親会

◇開催時間　午後５時�分～午後７時

◇会　　場　５階・コンコードボールルームＢ

◇会　　費　５，０００円

◇来　　賓　衆参国会議員、東京都議会議員　等

　

代議員に選出されている方以外も、是非ご出席下さい。

　「税政連サポート募金」は政治資金規正法の関
係上、個人の税理士の方を対象としております。
法人にお勤めの方がお振込をされる場合は個人名
をご記入下さいますようお願い申し上げます。ま
た、個人の方についても日本国籍を有する方に限
らせていただきます。（規正法第�条、第�条の５）

　本連盟は、国民のための税理士制度及び租税制
度を確立するために必要な政治活動を行っていま
す。
　税政連へのご協力をお願いいたします。

※募金用の郵便振込用紙を挟み込んでおります。

２面　論説

３面　当面の問題シリーズ１１７

４、５面　第�回定期大会議案
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